
 

第２４年度 第１１回 石巻市震災復興推進本部会議要旨 

日 時：平成２４年８月２０日（月） 

１０：３０～１１：２０ 

会 場：庁 議 室 

[審議事項] 

１ 石巻市立保育所再配置計画について（福祉部子育て支援課） 

 東日本大震災により、多くの市立保育所が被災し、そのうち津波による全損壊が８施設、耐

震に問題が発生した１施設、計９か所の保育所が再開できない状態となっている。 

 再開不可能な保育所については、他の保育所での受け入れのほか、児童館や幼稚園、学校施

設などの公共施設を借用して保育を実施してきたが、十分な保育環境の確保には至らず、また、

定員超過や待機児童への対応、保護者の送迎などの課題が生じている。 

 子どもを安心して保育所に預け、就労できる子育て環境を一日も早く整備するため、復興基

本計画に基づく保育施設の復旧を基本に本計画を策定するもの。 

(1) 計画期間 

平成２７年度までとし、保育所の適正な規模等については、防災集団移転促進事業等新た

な居住地の動向に起因するため、策定後も随時見直しを行う。 

 (2) 主な内容 

地 区 保 育 所 整 備 内 容 今後の方向性 

石 巻 

（仮称） 

渡波地区 

保育所 

 はまなす保育所を統合し、

（仮称）渡波地区保育所とし

て、新渡波地区の土地区画整

理事業地内に新築する。 

1）当面は、仮設保育所を活用する。 

2）土地区画整理事業との整合を図る。 

3）人口動態、保育需要さらには民間保 

 育所の動向を見据える。 

4）子育て支援センターを併設する。 

湊こども園 

 湊地区内に移転新築する。

新設にあっては上層階への避

難場所の確保等安全対策を講

じる。 

1）湊こども園として再開する。 

2）総合福祉会館みなと荘と併せた移転 

 を早期検討する。 

（仮称）門

脇・大街道

地区保育所 

 門脇保育所の復旧整備とし

て「門脇・大街道地区」に移

転新築する。 

1）災害時における避難所機能の役割を 

 担う建築物とする。 

2）人口動態や公設民営、民設民営型の  

 建設計画も視野に入れ検討する。 

西部地域   
1）民間による認可化にむけた支援を継 

 続する。 

荻浜地域  

1）当面は、学校施設を借用して運営す 

 る。 

2）地域の復興計画や意見を踏まえ、あ 

 り方、方向性を見出す。 

河 北 大川保育所   

1）当面は、雄勝、北上地区の状況を勘 

  案し、現行保育を継続する。 

2）地区人口や保育需要、地域の意向を 

  踏まえ、今後統廃合を検討する。 

雄 勝 雄勝保育所 
 安全面を考慮した高台を候

補地とし、移転新築する。 

1）当面は、地区外の保育所通所への支 

  援を継続する。 

2）防災集団移転促進居住計画の状況を 

  考慮し、建設用地を選定する。 

3）子育て支援センターを併設する。 

河 南 須江保育所  
1）民間の動向を踏まえ、施設整備必要 

  性を判断する。 



 

桃 生 
桃生新田保

育所 
 

1）施設の増設や定員を拡充するなど環 

  境の充実を図る。 

2）幼保一体化施設の推進整備を再検討。 

北 上 吉浜保育所  

1）児童数が激減していることから橋浦 

  保育所への統合を検討。 

2）橋浦保育所の移転について方向性を 

  見出す。 

牡 鹿 
（仮称） 

牡鹿保育所 

 保育所の設置については、

仮設保育所の利活用も含め、

人口動態や保育需要等の動向

を踏まえ検討する。 

1）当面は、仮設保育所において、運営 

  実施。 

2）新設保育所は、より安全場所を最優 

  先に地区内の通所距離等を勘案し検  

  討。 

 

 

２ 被災公共施設の再建（廃止）方針について（企画部総合政策課） 

 全壊・流失した公共施設の再建（廃止）の方向性、応急仮設住宅用地や災害廃棄物仮置き場

用地として使用されている公共施設の再開の考え方など、施設の再建、解体の早期実現を図る

ための具体的な考え方を示すもの。 

(1) 基本的な考え方 

① 市民の安全・安心を取り戻す公共施設の再建 

地域住民の暮らしを取り戻す「力」となるため、地域の復興を効果的に進められるよう

な施設の再建を図る。なお、再建に当たっては、防災機能や環境に配慮した施設整備とし、

地域住民等との合意形成による将来のまちづくりを見据えたものとする。 

② 統廃合・機能統合・複合化の推進 

行財政改革プランの理念に基づき、施設の統廃合や効率的な再建を進めるとともに、代

替が可能な施設や震災前の利用・活用が低い施設については廃止を検討する。 

③ 廃止・統合施設について 

廃止又は統合される施設については、原則、条例廃止等の手続きを行うとともに、被災

建物保存の候補施設を除き、平成２４年度中に解体とする。 

(2) 対象施設 

道路、排水処理施設等を除いた５０７公共施設のうち、全壊、半壊等の被災した施設及び

震災関連用途等に使用され再開が難しい施設など１５５施設を対象とする。 

(3) 施設別方針 

被災公共施設１５５施設を１４種別に分類し、施設ごとの方針や被災した既存施設の解体

有無を明示する。 

(4) 今後の予定 

   ８月下旬：市議会全員協議会 

     ９月：再建施設の復興計画実施計画への計上作業 

１２月：定例会に施設条例の廃止を上程 

以   上  


